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５款 労働費 

労働費の目的は？ 「平成２８年度版地方財政白書」（平成２６年度決算）の抜粋 

イ 労働行政［資料編：第49表～第50表］ 

地方公共団体は、就業者の福祉向上を図るため、職業能力開発の充実、金融対策、失業対策等の施策を行っている。 

労働費の決算額は4,244億円で、前年度と比べると31.6％減（前年度19.2％減）となっている。⇔ 古賀市の場合は２０１

５年度決算額は８３５万６千円で、対前年度比５０．３％減である 

労働費の歳出総額に占める割合は0.4％（都道府県0.6％、市町村0.3％）となっている。 

 ⇔ 古賀市の場合は２０１５年度決算での構成比は０．１％である 

労働費の目的別の内訳をみると、失業対策費は労働費総額の8.2％を占め、金融対策、福祉対策、職業訓練等に要する経費

であるその他の経費が残りの91.8％を占めている。 

⇔ 古賀市の場合、勤労者研修センター２２．４％、無料職業紹介所４９．７％、ふるさと就労促進事業２７．９％ 

＜問い＞ 

❶古賀市には「就業者の福祉向上」という施策は位置づけられているか？ 

❷まち・ひと・しごと創生総合戦略 市内事業所従業者数  

 ２３，０２３人（２０１２年）⇒ ２４，０００人（２０２０年） ２０１５年度は何人か？ 古賀市民の割合は？ 
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古賀市・農家数、農業就業人口の推移

専業 第１種兼業 第２種兼業 自給的農家数 農業就業人数

６款 農林水産業費 

 ２０１５年 

総農家数  ４４８戸 

販売農家数 ３０９戸 

      専業     １１０戸 

      第１種兼業   ３９戸 

      第２種兼業  １６０戸 

      自給的農家数 １３９戸 

農業就業人数 ５２０人 

経営耕地面積 

４８４ｈａ 

① 
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古賀市・製造品出荷額の推移

② 

７款 商工費 

２０１５年度実績 

２０９０億円 

２０１６年度目標 

２５００億円 

２０２０年度目標 

２７００億円 

１９９２年 

２６２３億円 

＜問い＞ 

①２０１５年度の実績から第４次総合振興計画前期基本計画の目標（２０１６年度２５００億円）は実現可能か？ 

②２０１５年度に策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中で設定したＫＰＩ（２０２０年度２７００億円）は

妥当な目標と言えるか？ 

③従業員１人あたり付加価値額が低いというのはどのように算出するのか？なぜ問題なのか？ 

「地方創生加速化交付

金」申請書 

「当市の雇用は製造業が

主であり付加価値額が低

水準（従業員１人あたり

付加価値額は全国平均の

約３分の２）なことか

ら、若者世代の大都市圏

への転出超過を招いてい

る。人口ビジョン達成に

は、（中略）シティブラ

ンドの確立が大きなカギ

を握ると考えている。 

（JR古賀駅を中心とした

コンパクトシティ構想） 


